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令和３年度決算に基づく健全化判断比率審査意見書 

 

 

１．審査の対象 

 審査の対象としたものは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並び

にその算定の基礎となる事項を記載した書類である。 

 

２．審査の期間 

  令和４年６月２７日～令和４年８月２２日 

 

３．審査の概要 

  この健全化判断比率の審査は、市長から提出された令和３年度決算に基づく健全化判断比率及びそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 

 

４．審査の結果 

 （１）総合意見 

 審査に付された下記の４つの健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

ずれも適正に作成されているものと認められた。 

（単位：％） 

健全化判断比率 令和３年度 早期健全化基準 備   考 

① 実 質 赤 字 比 率 ― １２.６３  

② 連結実質赤字比率 ― １７.６３  

③ 実質公債費比率 ２．４  ２５.０  

④ 将 来 負 担 比 率 ― ３５０.０  

※1 ①実質赤字比率、②連結実質赤字比率は、いずれも一般会計及び全ての特別会計の実質収支が黒字であり、数値が０以下で

あるため「－」と表記される。 

※2 ④将来負担比率は、規定算式中の将来負担額－充当可能財源等の値が０以下であるため「－」と表記される。 

 

（２）個別意見 

   ① 実質赤字比率について 

     普通会計（一般会計）が黒字会計であるので、実質赤字比率は０以下となり、良好な状態と認

められた。なお、規定の算式で算出すると、実質赤字比率は△１２．４７％となる。 

 

② 連結実質赤字比率について 

     一般会計及び全ての特別会計が黒字会計であるので、連結実質赤字比率は０以下となり、良好

な状態と認められた。なお、規定の算式で算出すると、連結実質赤字比率は △１５．０１％と

なる。 

 

③ 実質公債費比率について 

規定の算式での算出の結果、実質公債費比率は２．４％となり、早期健全化基準２５．０％を

大きく下回る良好な状態と認められた。 

 

④ 将来負担比率について 

将来負担額が充当可能財源を下回るため、将来負担比率は０以下となり、良好な状態と認めら

れた。なお、規定の算式で算出すると、将来負担比率は△２１．３％となる。 

 

５．是正改善を要する事項 

  特に指摘すべき事項はない。 



令和３年度決算に基づく資金不足比率審査意見書 

 

 
１．審査の対象 

  審査の対象としたものは、下記の特別会計（公営企業会計）に係る資金不足比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類である。 

   牛久市下水道事業会計 

   牛久市青果市場事業特別会計 

 

 

２．審査の期間 

  令和４年６月２７日～令和４年８月２２日 

 

 

３．審査の概要 

  この資金不足比率審査は、市長から提出された令和３年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の

基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 

 

 

４．審査の結果 

 （１）総合意見 

  審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作

成されているものと認められた。 

（単位：％） 

会  計  名 資金不足比率 経営健全化基準 備  考 

① 牛久市下水道事業会計 ― 
２０ 

 

② 牛久市青果市場事業特別会計 ―  

 ※ いずれの特別会計も資金不足額が無いため、「－」と表記される。 

 

（２）個別意見 

  ① 牛久市下水道事業会計 

資金不足額が無く、比率が表記されない良好な状態と認められた。なお、規定の算式で算出す

ると、資金不足比率は△９．６８％となる。 

 

② 牛久市青果市場事業特別会計 

資金不足額が無く、比率が表記されない良好な状態と認められた。なお、規定の算式で算出す

ると、資金不足比率は△３９．９８％となる。 

 

 

５．是正改善を要する事項 

  特に指摘すべき事項はない。 

 



健 全 化 判 断 比 率 及 び

資 金 不 足 比 率 審 査 資 料



(単位:千円)

標準財政規模

①実質赤字比率

実質赤字比率 ％

②連結実質赤字比率

連結実質赤字比率 ％

15,826,313

会計名

計

16,222,803

実質収支額

2,156,996一般会計

令和２年度

13,660,653

1,628,017

934,133

令和元年度

13,173,490

1,614,356

1,038,467

計

13,456,505

2,364,940

1,472,714

17,294,159

令和３年度

臨時財政対策債発行可能額

標準税収入額等

普通交付税額

100＝

2,156,996

普通会計の実質赤字

標準財政規模

△ 2,156,996

17,294,159
× 100 ×

資金不足額(剰余額)

会　計　名 実質収支額

2,156,996一般会計

182,255国民健康保険事業

後期高齢者医療事業 0

170,864介護保険事業

△ 12.47

△ 15.01

2,510,115

合　　計　①＋② 2,596,571

小　　計　①

100＝
△ 2,596,571

17,294,159
×

83,440

3,016

連結実質赤字額

標準財政規模

会　計　名

小　　計　② 86,456

100

下水道事業

青果市場事業

×



③実質公債費比率 (単位:千円)

Ｒ１
（元利償還金 ＋ 準元利償還金） － （特定財源 ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

2,055,061 442,849 552,718 469,837
70,896 1,180,340

（ 2,055,061 ＋ 513,745 ）－（ 552,718 ＋ 1,650,177 ） 365,911
標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 14,176,136

15,826,313 － 1,650,177 単年度実質公債費比率
2.58118

Ｒ２
（元利償還金 ＋ 準元利償還金） － （特定財源 ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

2,048,518 551,975 652,990 445,053
68,249 1,218,629

（ 2,048,518 ＋ 620,224 ）－（ 652,990 ＋ 1,663,682 ） 352,070
標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 14,559,121

16,222,803 1,663,682 単年度実質公債費比率
2.41821

Ｒ３
（元利償還金 ＋ 準元利償還金） － （特定財源 ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

2,166,028 521,931 639,333 443,638
14,168 1,257,955

（ 2,166,028 ＋ 536,099 ）－（ 639,333 ＋ 1,701,593 ） 361,201
標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 15,592,566

17,294,159 1,701,593 単年度実質公債費比率
2.31649

① ② ③

( 0.0258118 + 0.0241821 + 0.0231649 ) /　3 ×　100 ＝ 実質公債費比率 2.4 ％

= ・・・③

・・・②

・・・①=

=



④将来負担比率
(単位：千円)

将来負担額 － ( 充当可能基金 ＋
充当可能
特定財源

＋

地方債現在高等
に係る基準財政
需要額算入見込
額

)

26,479,643 － 9,225,431 ＋ 4,883,574 ＋ 21,203,828
0

4,165,161
332,850
998,697

3,700
31,980,051 － ( 9,225,431 ＋ 4,883,574 ＋ 21,203,828 ) △ 3,332,782

標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 15,592,566

17,294,159 － 1,701,593

△ 21.3 ％

=  × 100

将来負担比率



(単位：千円)

資金不足比率

基準

20 ％

下水道事業会計 資金不足比率

資金不足額 △ 83,440

事業の規模 862,427

青果市場事業特別会計 資金不足比率

資金不足額 △ 3,016

事業の規模 7,544

※　黒字会計の場合、比率はマイナス表示になる。

％

％

△ 9.68

△ 39.98

×

×

100

100



健全化判断比率

年　　　度 令和２年度 令和３年度 増減

－ － －
（△８．６０） （△１２．４７） △３．８７

早期健全化基準 １２．６９ １２．６３ △０．０６

年　　　度 令和２年度 令和３年度 増減

－ － －
（△１３．３４） （△１５．０１） △１．６７

早期健全化基準 １７．６９ １７．６３ △０．０６

年　　　度 令和２年度 令和３年度 増減

比　　　率 ２．５ ２．４ △０．１

早期健全化基準 ２５．０ ２５．０ ０

年　　　度 令和２年度 令和３年度 増減

－ － －
（△８．２０） （△２１．３） △１３．１

早期健全化基準 ３５０．０ ３５０．０ ０

資金不足比率

特別会計名 年　　　度 令和２年度 令和３年度 増減

－ － －
（△１，８１） （△９．６８） （△７．８７）

経営健全化基準 ２０ ２０ ０

－ － －
（△２０．８４） （△３９．９８） （△１９．１４）

経営健全化基準 ２０ ２０ ０

比　　　率

比　　　率

比　　　率

比　　　率

下水道事業

青果市場事業

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率
（３ヶ年平均）

将来負担比率 比　　　率


